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研究成果の概要（和文）：過疎地域の中でも65歳以上が50%を超える「限界集落」と呼ばれる地域に住む過疎地
域に住む高齢者たちが主体的に地域自治活動を行うために必要となる公民館を中心とした学習環境の整備と、地
方行政や他地域とのネットワークを形成するための生涯学習による高齢者学習支援プログラムの開発を行うこと
を目的としている。特に、自治体内分権が進むなかで地域高齢者が、地域自治活動を住民や行政、NPОと連携を
取る際に、住民全体の意見をすみやかに把握し、共生・協働で行うための学習する組織を作ること目的としたシ
ステムとして「地域づくり提言書」作成を公民館主事を中心として各地域で作成する。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this project is to develop a learning environment centered on
 community centers, which is necessary for elderly people living in depopulated areas in areas 
called "marginal communities" where the number of people aged 65 or over exceeds 50% in depopulated 
areas to independently carry out community autonomy activities, and to develop a program for 
supporting elderly people's learning through lifelong learning to form a network with local 
administration and other areas. In particular, as the decentralization of authority within local 
governments advances, "Community Building Proposals" will be prepared in each region by the chief of
 the community center as a system for the elderly in each region to quickly grasp the opinions of 
the whole residents and to create a learning organization for symbiosis and cooperation when they 
cooperate with the residents, the administration and the NPO in community autonomy activities.

研究分野： 社会教育学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
限界集落の 「地域づくり」に関わる地域高齢者の主体的な学習のあり方を総合的に把握するために、2つの視点
で明らかにする。〈1〉限界集落として< 集落再編>の問題が顕 在化しており、その課題に対応している自治体
に着目し、1それぞれの地域づくりで行っている学習課題・学習方法の分析および2学習内容の構造を分析する。
 〈2〉全国の限界集落がこれまで「むらおさめ」という課題に地域高齢者が直面したとき時の行政対応と地域住
民の合意形成についてどのような学習がなされたの か、1歴史的な「むらおさめ」に関する合意形成の変遷と、
2各限界集落固有の内在化された地域課題を浮き彫りにすることで、学習支援を促進させる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) 超高齢社会を迎えた日本は、1960 年代後半からスタートした高齢者の生涯学習施策が全国
的に広く行われ、今日では多くの人々に認知されるようになった。2012 年 3 月には、文部科学
省の「超高齢社会における生涯学習の在り方に関する検討会」において、生涯現役をめざした高
齢者の社会参加が積極的に謳われている。今後高齢者が社会に新たに参画するための具体的な
学習、実践について見出してゆくことは、『高齢社会白書』でも言われている高齢者を含めた市
民やＮＰО等が主体となって公的サービスを提供する「新しい公共」の構築が求められている。 
 くわえて、3.11 以降、「地方消滅」が叫ばれ、さらに総務省を中心に「過疎地域自立促進特別
措置法」（2012 年 8月）が制定されて以降、地方自治体では地域活性を目指した＜産官学金労言
＞協働の「地方創生」政策が、一気に拡大していった。 
 少子高齢化社会のなかで過疎地域の活性化をめぐって、地域高齢者の活躍が期待されている
と同時に、独居老人や高齢者ケア、交通弱者など多くの課題が山積している。とくに、過疎化が
加速するなかで、限界集落という過疎化などで人口の 50％以上が 65 歳以上の高齢者となって冠
婚葬祭など社会的共同生活の維持が困難になっている地域の＜集落再編＞という「むらおさめ」
（2010・作野広和）の問題に直面している地域高齢者にとって、主体的に地域自治を行ってゆく
ための生涯学習支援システムの開発は急務である。 
 
(2) これまで社会教育学の学問領域の枠組みのなかで高齢者教育について、これまでの高齢者
問題に対する行政施策の変遷と、それに伴う国民の高齢者イメージとの関係を多面的に研究し
てきた。その成果は、『教育老年学の展開』（2006 年・学文社）、博士論文『日本の高齢者教育に
関する研究－近代以降の高齢者像の変遷を中心に－』（2012 年・名古屋大学）、「過疎地域の自立
促進をめざした高齢者の地域づくりのための生涯学習システム」（2016 年・『鹿児島大学教育学
部研究紀要』第 68巻）などにまとめられている。そこで明らかにされた点は、「日本における高
齢者の学習内容は、地域課題の解決に重点がおかれている」ということであった。アメリカにお
いて、ロバート・アチェリーが継続理論として、「高齢者が、自身の過去の経験やこれまでの社
会関係を活かすような適応的選択を行ない、社会もまたそれによって安定するということを前
提としている」（Atchley・1989）と述べているが、堀熏夫『教育老年学と高齢者学習』（2012 年・
学文社）などで先駆的事例として挙げられている、大阪府高齢者大学校や兵庫県いなみ野学園で
の社会参画・社会貢献活動を目的とした学習集団への支援のあり方は、これまでの高齢者の生涯
学習研究において深められているとはいえない。 
 さらに、これまでの高齢者の学習支援に関する研究は、都市部の高齢者が中心であり、過疎地
域の高齢者の地域づくりを目的とした学習組織についても、地方のなかでも特に過疎地域に住
む高齢者に対する具体的な学習環境は整備されていない。ましてや、限界集落という地域自治組
織の存続と地域活性という課題に直面している高齢住民への生涯学習支援は急務である。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究は、「限界集落における高齢者の主体的な地域自治活動の促進のための生涯学習シ

ステムの研究」というテーマで、過疎地域の中でも65歳以上が50％を超えるいわゆる「限界集

落」と呼ばれる地域に住む過疎地域に住む高齢者たちが主体的に地域自治活動を行うために必

要となる公民館を中心とした学習環境の整備と、地方行政や他地域とのネットワークを形成す

るための生涯学習による高齢者学習支援プログラムの開発を行うことを目的としている。 

 
(2) とくに、自治体内分権が進むなかで地域高齢者が、地域自治活動を住民や行政、ＮＰОと
連携を取る際に、住民全体の意見をすみやかに把握し、共生・協働で行うための学習する組織を
作ること目的としたシステムとして「地域づくり提言書」作成を公民館主事を中心として各地域
で作成する。地域住民と行政、ＮＰО、大学が連携を取ることで、高齢者による地域社会の自立
促進が一層進むものと考える。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究では、限界集落の「地域づくり」に関わる地域高齢者の主体的な学習のあり方を総
合的に把握するために、2つの視点で明らかにする。〈1〉限界集落として＜集落再編＞の問題が
顕在化しており、その課題に対応している自治体に着目し、①それぞれの地域づくりで行ってい
る学習課題・学習方法の分析および、②学習内容の構造を分析する。〈2〉全国の限界集落がこれ
まで「むらおさめ」という課題に地域高齢者が直面したとき時の行政対応と地域住民の合意形成
についてどのような学習がなされたのか、①歴史的な「むらおさめ」に関する合意形成の変遷と、
②各限界集落固有の内在化された地域課題を浮き彫りにすることで、学習支援を促進させる。 
 これまで申請者は、地域高齢者が地域課題について〈話し合い〉を行い、住民が主体的に〈ア
ンケートを作り調査分析〉した結果を、報告書「地域白書」として行政や地域住民に向けて作成
してきた。この「地域白書」は、2012 年度から 2016 年度まで、鹿児島県いちき串木野市や鹿児



島県日置市、山形県金山町など多くの過疎地域において作成してきた。しかし、これらの「地域
白書」には、これからの地域づくりを行うための基礎的資料を作成するに留まっており、高齢者
が主体的に地域活性を行うことにつながりにくかった。 
 そこで、申請者は、限界集落での高齢者の学習状況を調査するために、2016 年度より鹿児島
県日置市平鹿倉地区において、限界集落での高齢者の地域課題についての話し合いの学習会の
開催、アンケート・ヒアリング調査と分析を行った。 
 
(2) この分析をもとに申請者は、2017年度より限界集落の高齢者が〈地域自治をどのように再
構築するのかを学び合う場〉の実証分析として、鹿児島県日置市和田地区公民館において「地域
づくり提言書」作成を公民館長、行政、地域高齢者を中心に行なっている。「地域づくり提言書」
とは、これまで「地域白書」作成で培った限界集落の高齢者特性に合わせた〈話し合い〉と〈ア
ンケート手法〉をもとにして、限界集落の未来をどのように進めて行くのかの「提言」を地域高
齢者が主体的に共同学習によって作り上げるというものである。 
 
４．研究成果 
(1) 本研究の成果は、2 点である。①従来行われてきた高齢者学習支援論に対して、高齢化問
題が顕在化している限界集落の自立促進をめざした地域づくりというテーマに即して、高齢者
の学習組織支援の内実をより明確にさせてゆくという点、さらに、②これまで注目されてこなか
った緊急課題である限界集落に暮らしている高齢者が「地域づくり」という問題に対して、どの
ように学習を促進する必要があるのかについて提言を行うという点、である。 
 

(2) 特に、限界集落において高齢者が自主的に自治会を運営している全国的にも先駆的な実践
において、調査研究を行った。 
 そこで、限界集落である鹿児島県日置市高山地区を事例として、高齢者が主体的に地域運営を
行うために、全地域民で設立した組織「NPO がんばろう高山」の設立経緯と組織構成を示しし
つつ、地域高齢者の自治に関する意識を明らかにし、高齢者による地域運営の課題について検討
を行った。 
 今日の日本の地方都市では全国的に少子高齢化が進み、増田レポートにある消滅都市化や限
界集落のように地域社会を運営することが難しい地域が増加の一途である。そして、高齢者が主
体的に地域自治を行うことが求められ、他世代に頼らない地域自治をいかに行うかが課題とな
っている。いわば、①自治会の自主運営を迫られた地域が全国に点在する。特に、過疎地域・中
山間地域に点在する。②高齢者が主体的に「生活」するという、行政に頼らない地域イメージ。
これら 2点が議論の焦点となっており、この課題を克服する高齢者実践である。 
 ここでは、ⅰ.実践概要として、高山地区公民館の変遷と、自主運営組織を説明し、ⅱ.研究課
題として、地域高齢者の地域づくりに関する意識調査についての分析と課題について検討する。
また、調査方法は、アンケート調査を行なった。実施時期としては、令和元年度 11 月〜12 月で
あり、対象は、高山地区住民（高塚西・高塚東・野下・郷戸・桑木野・尾木場）である。有効回
答数：61件（38.9％）である。 
 アンケートによる検討内容は、(ア)高山地区公民館において NPO 法人がんばろう高山が設立
された経緯について概観する。(イ)地区公民館と NPO 法人と高齢者見守り組織の組織運営につ
いて比較する。(ウ)高齢者による自主運営組織の意識調査を行う。この 3点が中心的検討内容で
ある。 

 高山地区公民館は、日置市の最北部（旧東市来町）にあり、鹿児島市から薩摩川内市へ向
かう県道が中心を貫く中山間地域である。世帯数は、2019 年 11 月現在、101 世帯であり、
人口 157 人、高齢化率が約 67％、独居高齢世帯数が 50 世帯という状況である。 
 日置市の公民館設置状況は、条例公民館が 26館、分館が 1館となっている。日置市地区公民

館の設置目的は、共生・協働による地域社会を実現し、及び市民の主体的な地域づくりを推進す

る拠点施設である。また、日置市地区公民館職員の活動は、(a)地域づくり活動（各種行事や地区

振興計画）、(b)生涯学習活動（講座や各種学級など）、(c)地区住民の参画や交流事業、(d)証明書

等の発行・交付、(e)施設・設備の公共的利用、(f)地区公民館相互及び関係団体との連携調整、(g)
その他目的を達成するために必要な事業、が主な活動である。 

 高山地区公民館に作られた自治会機能をもつ NPO「がんばろう高山」は、1992 年 3 月の高山

小学校閉校とともにスタートし、「高山地区交流センター」が開設された。その学校統廃合の経

緯は、高山地区自治会から教育委員会に相談をするに起因する。小学校閉校後の施設利用として

高山地区交流センターの改築を要望し、開設された。 
 この高山地区公民館のむらづくり推進体制は、2015 年に「高山再生プロジェクト会議」が設

置された。そこでは、住民アンケート調査の実施、ワークショップの実施、先進地研修の実施、

高山地区活性化のための戦略・戦術・行動計画の策定、が外部組織の協力を経て進められた。高

山地区活性化のための戦略・戦術・行動計画の内容は、3 つ大別されている。1 つめに、生活、

健康づくり、医療・福祉、住民コミュニケーションの強化等に関する事業案としては、「新しい

高山：六は一つ」をスローガンとする高山地区活性化事業を推進、ICTの利活用等、買い物支援



等に優れた高山地区を整備。2つめに、産業活性化、交流人口や定住人口の増大等に関する事業

案としては、尾木場の棚田や湧水、景観、めだか、米を生かした地域づくりを推進、高齢者が可

能な農業や林業を推進、公民館やグラウンド等を生かしてスポーツを振興、交流人口を拡大する

イベントを企画開催、公民館やグラウンド等を生かしたスポーツ合宿を呼びかけ、交流人口を拡

大、四季折々のイベントを実施し、交流人口を拡大するイベントを企画開催、三方塚の「千匹猪

と一本杉」の名所を地域づくりに生かす自助力向上、3つめに、行政及び外部グループ等との連

携による活性化等に関する事業案としては、施設利用料等、労働対価での徴収、草刈など地域自

助力の向上、高山地区の活性化事業を推進する NPO法人を設立、が出され、合計 11項目となっ

ている。 

 
(3) 日置市高山地区において、2019 年 12 月にアンケートを 18項目行った。(ア)現在、あなた

と普段一緒に住んでいる方は全部で何人ですか。＊単身赴任等で一時的に別居している方は除

いてお答えください。(イ)お子さんがいる場合、一緒にお住まいのお子さんについて、年齢層ご

とに人数をお答えください。(ウ)あなたは、現在お住まいの地域に通算何年住んでいらっしゃい

ますか。(エ)あなたの現在のお住まいは次のどれにあたりますか。(オ)あなたの出身について、

あてはまるものに１つだけ◯をつけてください。(カ)あなたは日頃、どの程度公民館を利用しま

すか。(キ)あなたはどのような目的で公民館を利用しますか。(ク)あなたがこれまで加入してき

た組織や団体についてうかがいます。(ケ)地域活動に関する項目。(コ)あなたは以下のことにつ

いてどう思いますか。a．私は地域のために役に立ちたい、b．近所の人は、お互いに気にかけて

いる、c．近所の人は、私が困っていたら手助けしてくれる、d．自分の問題は、できるだけ他人

に頼らずに解決したい、e．地域の問題は、他の誰かが解決してくれる、f．近所付き合いをわず

らわしく感じることがある。(サ)あなたは、ご自分の現在の暮らし向きについてどのようにお考

えですか。(シ)あなたの現在のお仕事の就業形態は次のどれにあたりますか。(ス)NPO 法人がん

ばろう高山についてお聞きします。過去 1 年間の参加頻度はどれくらいですか。(セ)公民館活動

と NPO 法人がんばろう高山が協働事業を実施する意義は何ですか？(ソ)今後、協働事業をより

良くするために NPO に対して求めることは何ですか。あてはまるものに○を 3 つまでつけて

ください。(タ)NPO との協働事業を進めることにより、地域社会にはどのような効果をもたら

すとお考え になりますか。(チ)NPO 活動を推進するために必要だと思うことをお答え下さい。

(ツ)地域や公民館について意見や要望、感想等。以上である。 

 以上の質問項目の結果として、高齢者が自治活動を行う際に学習内容として重要であるとい

う視点は、3 つの項目から理解することができる。１つめとして、公民館活動と NPO 法人がん

ばろう高山が協働事業を実施する意義について（N=61）、企画力の向上（27％）、人材の育成

（54％）、団体の組織運営能力の向上（32％）との意見が多く、人材育成と組織運営方法と、企

画力のスキルの向上と自治組織の経営方法という具体的な課題についての学習を望んでいる高

齢者が多かった。（表１）

２つめとして、今後、協

働事業をより良くする

ために NPO に対して

求めることについて、

福祉（52％）まちづくり

（ 38 ％）、地域安全

（54％）が多かった。高

齢者の学習特性とし

て、福祉に関する領域

の学習を希望してい

る。くわえて、高齢者の

地域自治活動を積極的

に行うために、地域安

全やまちづくりに興味

があるといえる。地域住民の実際生活に根差した学習は世代間を超えて、高齢者でも同様に

興味関心があるといえるのではないか。反対に、地域自治を円滑に行うために必要な経済活

動や消費行動に関する学習については、あまり興味関心を示さなかった。したがって、高齢

者の地域自治活動は必ずしも地域活性化という経済効果との関係を示しているのではなく、

地域福祉の活性を念頭に置いた学習に興味関心があるといえるのではないか。３つめとし

て、公民館活動と NPO 法人がんばろう高山が協働事業を実施する意義に関しては、会員数

の増加（38％）、活動資金の確保（33％）、人材確保（地域リーダーや支援員等）（43％）、活

動参加者人数の増加（29％）、行政との連携（40％）と意義については多くの意見があり、

表１：公民館活動と NPO 法人がんばろう高山が協働事業を実施する意義 



その中でも、地域内部の人材の確保と、行政との連携という、限界集落の意地のために必要

となる継続的な公共支援と、人

口減少における人材確保が、地

域自治組織を作った意義である

という考えが分かった。中山間

地域においては、経済的に自立

した自治活動を行うことは難し

く、行政との連携は重要な問題

である。しかし、行政に頼るだ

けで地域づくりを行うにも限界

があり、持続可能な地域自治運

営を行う必要がある。そのため

にも、地域自治組織を作るだけ

なはなく、継続可能性のために

公民館を中心として高齢者が主

体的に学習する実学を行う場が

必要である。 
以上から、高齢者が主体的に地

域に参加することの意義につい

て 6 つであるといえる。 

１つめに、高齢者は公民館活動

を福祉活動であると捉えている、

2 つめに、生活課題はできるだけ

自主的に解決ができるような力

量を備えたいと考えている、3 つ

めに、人材確保を行うための工夫が必要、4 つめに、企画力を高めるための工夫が必要、5 つめ

に、住民同士の交流を回復するために、地域行事の再編する必要、6 つめに、地域づくりとして

福祉計画が需要、であった。 

 今後の課題として、公民館支援員の力量によって、地域づくりの内容が変化するために、持続

性についての公的職員の力量形成が必要である。これは、高山地区公民館を含む公民館支援員の

専門性が、これまでの公民館主事

の専門性とは異なっているという

ことがいえよう。また、人口減少が

予測される中で、地域自治のため

のミニマムデザインについて高齢

住民自身がどのように理解・共存

について時間をかけて行う必要が

あるといえよう。そのうえで、今後

起こるかもしれない地域の緩やか

な「死」について、どのように共感・

協働し学び合うのかの方法につ

いて更なる議論が必要である。 
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